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1.緒 言

新 た な`themillennlurガ を迎 え て、 改 め て私 た ちは 自分 たちを取 り巻 く社会の

展望が不透明であ り、多 くの困難が立 ちはだか っているこ とを実感 している。

特 に経 済活動状況 と市場競争環境が国際的規模で急速 に変化 を遂 げる今 日、企業

活動 を展 開 しているすべ ての経営体 は自己改革の必要性 を痛切 に実感 し、方途 を模

索 してい るといって よいで あろ う。その 中にあって 日本の中小企(11は 、 今 日明 日

とい っ た差 し迫 っ た切迫感 とともにに じり寄 る存亡 の危機に立 ち向か うすべ を手中

にす るこ とを渇望 している。中小 企業が存続 するためには、 自己の企業力(例:技

術 力 等)向.ヒ に よ る体 力 強化 や 、協 業 に よる競争力 や交 渉力等 の獲得 、外部 か ら

のサポー ト(例:資 金助 成 、経営 指 導 等)に よ る 自立性 強化 な どが 主三た る鍵 となる。

それ らを企業それぞれの個別特性 を考慮 しつつ総合的視野 を持 って取 り入れ、最適

な適用が なされて初 めて存続 の 「可能性」 に言及で きるほ どに壁 は厚 く高い。 しか

も企業 に とって統制不能要因であ る外 部環境の変化 によ り、大 きな努力 をもって し

て もあがなえない事態 はたやす く起 こ り得 るのであ る。

そこにあ って・ 「品質」 と 「環境」 とい う言葉 をそれぞれに冠 したISO9000シ リ

ー ズ とISO14000シ リ ー ズ と い うISO(lnternati
onalOrganizationfor

Standardization:国 際 標 準 化 機 構i)に よ る国 際規 格 の 認 証 を取 得 す る こ とに対す

る中小 企業全般 の関心が ます ます高 まって きた。だが、その内実 はたやす く… くく

りにで きるものではない。

ISOへ の 中小 企 業 サ イ ドの 関心 当惑 脅威

不信 疑問

期待 焦 り
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大 手 企 業 に とって これ らい わ ゆ る システム規格の持つ位置づ けは どうい うもので

あろ うか。国際取引や市場(世 論)配 慮 とい った 必要 上 、 当惑 しつ つ も認証取得 を

行 ういわゆ る後追い型であって も、規格の掲 げる理念 を真摯に理解 して実施す る先

駆型 であって も端的 には大企業 の 日常 オペ レー シ ョン遂行 の中のoneofthemで あ

る。 ま さに新 時代 を先 導 す る重要で必須 な規格 であることは疑いないが、認証取得

の有無や運用の是非が企業の飛躍的発展 の決定打 、はたまた致命傷 に直結する こと

にはな りに くい面を持 っている。

しか し、中小 企業 にとってこの規格が持つ意味 ともた らす影響 は複雑 で多様であ

る。大 手企業 の関連企業 として 事業展 開す る場 合 について いえば、"取 らされ る"

とい うケ ー スが 多発 して お り 「当惑」 もある意味で は当然 とい える。認証取得の費

用 に加 えて維持するための費用が継続 的に発生するため、かえって 自社の体力 を衰

弱 させかねない。 これは 「脅威」 その ものであ る。 また、巷の喧伝 に接すれば接す

るほ どその 一方的 な押 しつ けが ましさにある種の"う さん くさ さ"を 感 じ、 規格 文

章 の難 解 さへ の 「疑問」が尽 きない まま 「不信」 を募 らせ るのは、特 に起業 して独

歩の道 を歩んで きた経営者 には多かろ う。 ただ、 認証の取得 は競 争優位 のツール、

組織統括 強化の機会等 と捉 えるの はご く当然である。企業存続へ の 「焦 り」 を抱い

ていればいるほ ど 「期待」 は大 き くふ くらむ訳であ る。 両ISO規 格 それ ぞ れ に、 取

得 に 向け た 中小 企業の動 きが活発であるの もうなず ける。

本稿で は、企業の品質管理、品質保証体制 を ・連の品質 システム規格 として明確

化す るISO9000シ リー ズ(特 記 の必 要が ない 限 り以r、ISO9000と 表 記)・ 企 業 の

環 境 負荷 低 減 を 目 ざす 環 境 マ ネジメン トシステム規格 と してのISOI4000シ リー ズ

(特記 の必 要 が ない 限 り以 下 、ISOI4000と 表 記)を 中小 企 業 が認 証 取 得 す る こ との

持 つ意味 と問題点 を考察す ることを 目的 として、マーケテ ィングの立場 より論考 を

進 める。そのため に、マ ーケテ ィング的な視点か らどのような内容的意味 を有 しど

う位 置づ け られるのか を整理 しつつ分析 ・検 討 し、それを踏 まえて中小 企業 にとっ

ての意義 と価値 を論 じてい く。

2.ISO9000,ISO14000の マ ー ケ テ ィ ン グ 的 観 点 か ら の 位 置 づ け

2.1概 観 お よ び 分 析

マー ケテ ィ ング にお いてISO9000の 重 要性 は良 質 の製 品提 供 力 の保 証 とい う観点

か ら特 に競争戦略 やCS(顧 客 満足)と の 関 わ りで 語 られ、 一 方、 循 環型社 会を実現す

るための環境 志向 と関連づ けてISO14000は 捉 え られ て い る。 そ こで マ ー ケテ ィン

グ全体像の 中での 両ISOの 注 目点(=ポ イ ン ト)を よ り明確 に位 置づ け るた め に、
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代 表 的 な マ ー ケ テ ィ ン グ要 素 を 手 が か りに 分 析 して い きた い 。 そ れ に よ っ て 要 件 を

わ か りや す く整 理 す る こ とが で き、 マ ー ケ テ ィ ン グ的 観 点 か らの 捕 捉 が … 層 明 確 に

な る と考 え られ る か らで あ る 。

本 稿 で は 、4P(McCarthy)の … 般 的 マ ー ケ テ ィ ン グ 要 素 の 他 、3C(Cracco&

Rostenne)、PoliticsandPublicOpinion(KotlerwithMegamarketing)を 掲 げ て み た 。

そ して 試 み た の が 以 下 の 要 素 項 目 ご との 概 観 で あ る。

2.1.1PRODUCT

マ ーケテ ィングにお いて最 も基幹的要素 とな るのがinnovationを 背 景 に して 製

品 ・サ ー ビスお よび ア イデア を市場 需要 と有機 的な形で結 びつける"PORODUCT"

で あ る。 企業(も し くは工 場)単 位 で製 品 や サ ー ビス に対 す る品質 システムを明示

化す るISO9000の 取 得 は他 社 と比べ て製 品 競争 力b、 基 本 的 に優 位 に立つ 。 そ の た

め に多 くの 製造 業を中心 とする企業が認証取 得 に適進 してい る とい う側面 さえあ

る。 また、対顧客 につ いては、一…般 的な消費財(最 寄 品 、 買回 品 を特 に想 定)に あ

って もISO9000取 得 の ア ピ.._.ルが顧 客 の 愛顧 に結 び つ く一…要因にな りうる。顧客 に

とって はJIS、JASな どの規 格 や業 界 団体 な どが制 定 した規格 ・基準 は銘柄選択の

大 きなよ りどころになるか らであ る。 ただ し日用 品(≒ 最 寄 品)レ ベ ル で は価 格 や 外

観 な どが購 買 決定要因の過半 をしめ るとい う反論 もあろ う。 ここで重要 なのは、対

顧 客については選択行動 上の優位性 よ りも愛顧獲得 の可能性がISO9000に よ り向 ヒ.

し うる とい う点 な の で あ る。1987年 に制 定 され たISO9000は 、 す で に意 識 の 高い

顧 客 に は認 知 されてお りいわば 「確 かなモ ノ(を 作 る企 業)」 の 代 名 詞 に な って い

る。 これ は ・面 的な理解 であ り正確 ではないのだが、市場 に提供 され る製 品への信

頼 を与 える とい う点で愛顧獲得 に大いにつ なが りうる ものである。 しか し、実際 に

はた とえば食品加 」二関連企業が顧客 にHACCP(HazardAnalysisCriticalControl

Point)を ア ピー ルす るこ とが殆 どない(2)の と同様 に、 顧 客 はISO9000の ア ピー ル

を耳 にす る こ と とな く製 品を購入 している。 これは 日本では、お よそ大半の人が 日

本企業の製造 した製品の高品質 を経験的 に信 じて疑わ ない こと 即 ち、 た とえば

日用品 な どの最寄品や家電製品な どの買回品では品質の優秀性 は当然 のこ とと認識

されているので競合製 品 との比較要 因には実際 にはあ ま りされていない もかな

り影響 しているか もしれ ない。CS(顧 客 満足)の 重 要性 が ます ます 強 調 され て いる今

日であ る。 マーケテ ィング担 当者 は有用 な武器の1つ を使 っ てい ない こ とに気 づ く

べ きであろう。 有効 な手段や役立つ ツールは活用すべ きものであ り、PRODUCTと

関 連づ けたISO9000の 位 置づ け を見 直す必 要 性 は高 い。

そ れ と比 較す る とISO14000はCS(顧 客 満 足)に うま く結 びつ く形 で の 企 業 ア ピ0
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ルが行 われてい るが、ISO14000とCS(顧 客 満 足)と の 関 わ りにつ い て はPRODUCT

よ りもむ しろPROMOTIONや3Cの 事 項 で分 析 すべ き内容 を含 ん で いる。

製 品 ・サー ビスない しアイデア とい うPRODUCTの 側 面か ら見 る とISO14000の

浸 透 に よ り資源 浪 費 的 な従 来技 術 をもとにした製品開発や1日来型 製 品 の単 純 な改 良

が で きな くな り(=環 境 影 響 要 因 を配 慮 す る必 要 が あ るため)、 技 術 力 や 資 本投 資

にお い て 問題 のある企業が淘汰 される とい う深刻 な事態が予測 される。組織的 に堅

固 で な い とISO14000に 耐 え るPRODUCTを 提 供 す る の は 容 易 で は な い 。

PRODUCTに つ い て見 る とISO9000は 日本 企 業 に は 多 くのoPPortunityを 実 際 に は

提 供 して い る もの なの で あるが、ISO14000は 基 本 的 に は 企業 に 重圧 を もた らす源

泉 を持 っているので ある。ISO14000は 重 要 性 を訴 え る声 の 大 き さ とや 有意義 さ と

は裏腹 に、規格の特 質ゆえのあい まい さも手伝 って取 り組む企業 にとって、今後負

担 を増大 させ るもの とならざるをえないであろう。

2.1.2PROMOTION

広告 、 広 報(PR)、 パ ブ リシ テ ィ、 販 売促 進(SP)、 セ ー ル スマ ン活 動 を主 な範 囲 と

す るPROMOTIONで は、ISO認 証 取 得 に よる プ ロモ ー シ ョン効 果の大 きさが企業

に とって何 よ りも注視 される点である。特に、マスコ ミ機関 を通 じてのパブ リシテ

ィは波及的影響 も大 きく、費用 をついや さず に企業の知名度 をあげ、 また直接 間接

に取 引 上の好材料 をもた らしうる もの として特筆で きる。

ISO9000は 制 定 後 、時 を経 た こ と もあ って た とえば品質 システム構築 に取 り組 む

企業の活動が一般紙(誌)に 記 事 と して載 る機 会 は減 少 してい るが、専門紙(誌)で の パ

ブ リシテ ィ的 な記事 掲 載 は盛んであ る。記事の記載は、 間接 的に自社 の競争力 向上

に結 びつ くもの とな り有効性が大 きい。一一方、ISO14000は 取 得・件 数 が 急 増 す る 中

に あ って、取得す る企業の業種や企業形態 も当初の予想 を越 えた広が りを見せ てい

る。 そのために、マス メデ ィアの関心度は高 く、露 出の機会 も非常 に多い。マス メ

デ ィアによる報道記事 とパ ブ リシテ ィによって小規模 企業や社 会的知名度 を得 てい

ない企業が注 目をあび、 また企業規模や市場業績 とは別の形で企業 に対す る社 会評

価が なされる とい う状況がでて きている。 これは企業に とって非常 に強力 な競争上

の武器(し か しラ イバ ル に とって は脅 威)と な りうる もの であ る。

しか しなが ら、本来 は自 ら積極 的で効 果的な メデ ィア広告の展 開、PR活 動 の実

施 を行 う こ とが最 も必 要 で ある。対外 的効果 とともに対内的効果(組 織 内部 の モ ラ

ー ル ア ップ等)が そ れ に よっ て期 待 で きるか らで ある。「品質」 にせ よ 「環境」 に

せ よ企業広告、製品広 告で 自社の システマ テ ィックな取 り組み をア ピー ルす るこ と

によって顧 客の愛顧 を強化 し、CS顧 客 満 足)度 を高 め る働 きが あ るか らで ある。
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そ して特 にPR活 動 の展 開 は 親近 感 を好 意 白勺な形 で増す こ とが期待 で きる
.広 告

と比 べ てPR活 動 は投 ド酬 に見 合 う効 果 の 酵 的測 定梱 轍 だけ1こ湘 密 な準

備 に 基づ くプ ・ グ ラム展開が必要 とされている.だ が 棉 で検 討 して い るISOの 場

合 はPRに よ って 望 む結 果 を鵬 しや す い.繊 内部 の取 り組 み にお い て 、 規 格の

蹴 さの克服 と対応体制構 築 といった困難 はある ものの、外 部の人々(一 一般 消 費

者 ・ 市民)に とっ て は イ メー ジが 先 そテした理解 が浸透 しているため に効果 を与 えや

す いか らである・従 って認 証取得 をした蝶 はこぞ ってプ・モー シ ョン戦略の展

開をすべ きであろ う。

さらにISO9000取 得 はた とえ ばBe-to-Beマ ー ケテ ィング展 開時 にセ ー ルス マ ンに

とって活動 の しやす さを増 大させ 、製品競 争力 をつけ るものであ る。 この ようにプ

ロモー シ ョンツールは両ISOに 対 して きわ め て有 効 に働 く
。

なお 、 上記 とは次元 を異 にす る内容事項で あるが、ISOI4000に お い て環 境 ラベ

リ ン グ(EL)は 従 来 とは様 相 を異 にす る状 況 を企業 に もた らす(何 故 な らば幻 惑

的 で 曖昧 な イ メー ジ広 告によって環境傭 蔓重視 を うた うような不 明朗 なや り方は担ド

除 され るため)。 「環 境 に優 しい」 とい っ た抽 象的 なキャ ッチ コ ピーはEL制 定 で 変

わ っ て い くの で あ る。 自 らの環境 主張 を宣言す るEL制 定 の 時代 を控 え
、 プ ロモ ー

シ ョ ンは新 しい段 階 に移る とい うことを覚悟す る必要がある といえるのである
。

2,1.3PRICE

ISO9000に よる 品質 シス テ ムが もた らす もの としては生産体制のス リム化 と高能

率化 、不良品発生率の低 ド、組織 の適正 な人員配置 と合理的な文書管理体制の実現

等が あげ られ・それ らの成果 として コス トダウンと収益率 向上が実現 で きる とされ

る。ISO14000に お い て は 時代 の 先端 をい くマ ネ ジメ ン ト遂行 による絶対的 な企業

力の強化、社会、顧客、取 引先、株 主か らの信頼に基 く企業体 制の安定
、組織 の適

正 な人員配置 と合理的な文書管理体制の実現 に よって費用の節減がはかれるとされ

る0

実 際 に 日々の オペ レー シ ョンの中 で認証企業が これ らを どれほ ど実感 しているか

は不明 なが ら、 これ らは広 く会計 も しくは財務 ヒの次元か ら論 じるべ き事項 なので

ある。

マーケテ ィングにおい てPRICEは 基 本 的 に戦 略 的 ない し戦術 的 な価格設定 を内

容 としてい る。つ ま り・た とえば 「品質」や 「環境」が有効 な付加価 値要素 とな
っ

て高価格政策 を競争優位 な体勢 で展 開で きるといった ような捉 え方 こそがマー ケテ

ィングのPRICEに お い て備 え るべ き認識 次 元 とな る ものであ る
。認証取得が 費用

を発生す ることはあ って もそれが顧客 の便益 を直接的 に生み出す こ とにはつなが
っ

45



国際経営フォーラムNo.11

てい か な い。安 定 した生 産体 制 で 高品質な電子部品 を製造す るISO9000取 得 工場 や 、

環 境 鯖 を配 慮 した製 品 ・サー ビスを顧客 。こ提供す るISO14000取 得 企業 は顧 客 に

結 果 的 に便益 を提 供 している とも半U断で きるが ・ そ れ は 間接 的 ・派 生白勺な ものであ

る。

価 格 戦 略 →→ 企業 目的に即 して 自社に有利 な市場展 開を実現 させ るもの

認証取得 とPRICEは プ ラ スの結 びつ き(=上 記 の 基本 的図 式 成 立)が あ る とは

い い難 く、 む しろ別要 素であるPROMOTIONに よ って販 売価 格 の 合理 性 は強化 さ

れ てい るのである。その事態 をPRICE要 素(=価 格 戦 略 等)と 混 同 してい る とい

う説 明 の方 が より適切であ ろう。 た とえば 「環境 にや さ しい」 とい う合い言葉(=

市 場 に流布 され た情 報 … … しか も多 くはプロモー シ ョンによる)の 「で顧 客 は高 額

で も購 入 す るが、 それ は 「結 果 としての価格戦略」 とかろ うじて言 える程度の もの

で ある。マーケテ ィングのPRICE要 素 と認 証取 得 と を直 接 的 に結 びつ けて語 る確

たる時期に現時点では至 っていない とい う見方をす るのが妥 当であろう。

2.1.4PLACE

従 来 、物 流 とチ ャネ ル とい う2つ の機 能 に分 け る形 でPLACEは 捉 え られ て きた

が 、近 年 、特 に物 流の発展が注 目されてい る。 それは生産、流通、販売 を価値連鎖

として見 立てて、 目的達成のためにIT(lnformationTechnology)を ツー ル と して 用

い る こ とに よ り短期 的なコス ト削減、合理化 ・効率化のみな らず、中 ・長期的に も

それ を実現す ることを 目指すSCM(SupplyChainManagement)の 有 効性 が認 め られ

て きた ため で あ る。

PLACEは 財 〔モ ノ〕 や 権 利 の移 動 に関 わ る非常 にbasicな 機 能 の こ とを本 来 指

して い る。 そ れだけ に、極めて重要 な要素 であるのが 自明であるの にもかかわ らず

注 目を集め に くく、マー ケテ ィング問題(=解 決 困 難 な企 業市 場 活 動 にお け る様 々

な課題)ク リア の ネ ッ ク と もな っ て きた 。SCMは コ ンカ レ ン トエ ンジニ ア リ ング

な ど と共通 した追求テーマ を持 ってい るが、流通側か らの アプローチ というところ

に注視すべ き点がある訳である。

この ように発展が見 られ るPLACEで あ るが 、ISO認 証 と個 別か つ 具体 的 に関 わ

る諸 点 には どの ような ものがあ るのだろ うか。その答 えの鍵 は上述の 「basicな 機i

能」 とい う表現 の 中 にあ る。 つ ま り、全 ての企業経済活動 の遂行にPLACEは 正 に

基 盤 レベ ルで 関 わ って い る ものであ る。従 って、 円滑 な業務遂行(品 質 シス テ ム、

環 境 マ ネ ジ メ ン トとも)を 促 進 す る こ とはPLACEの 機 能 を改 善 ・発展 させ る こ と

に よ り当然可 能 なので あ る。 た とえばSCMを 成 功 裏 に遂 行 して い け ば 、 そ れ は
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ISO認 証企業の活動促進へ と結びつ くというような言い方をしてもよいであろう
。

端的には・PLACEは 基盤的な纐 旨として蝶 活動への全般欄 わ りを常1こ持つ要

素 として認識 して行 くべ きものなのである。

2.1.53C

Cを 冠 し た 略 語 と し て は 、Kotlerの4C(Customersolution ,Customer
cost,Convenience,Communication)(3)が あ る が 、 本稿 で はConservation ,Clean-
up,Consumerismと い う環境 重 視 と顧 客本 位 を謳 うCraccoら の3Cを 提 示 し

、取 り
一Lげた。 今II、 企 業 マ ー ケ テ ィ ングの 認識 基 盤 に取 り入れなければな らない ことが

ようや く認知 されて きたこれ らの社会的要素 はCracco&Rost
enneが 実 に1970年

代 に唱 え た もの で あ る{4)・いカ・に理 念 と実践(一 企業 対 応)力 鵬 乱 てい るか を複

雑 な思 い で実 感する ことがで きるC,

そ こ で ・ISO認 証 と の3Cと の 関 わ りを 見 る 時 、 何 よ り も環 境 マ ネ ジ メ ン ト

(ISO14000)と 密 接 不 可 分 な形 で 関 わ って い る ものである とい うことが誰の 目に もわ

かる。ISO14000の 推 進 に と もない 、 企 業 マ ー ケ テ ィング活動が環境 を重視 し、一
般消費者の主権 を尊重す る形 で進 め られる ことが期待 で きるのである

。つ ま り、社

会が変革 されてい くこれか らの動 きの中では政治的思惑 などを超 えた真 の意味での

顧客 中心主義 が求め られ、そ して利潤 を追求す るに して も環境重視の行動が求め ら

れる とい うことを3Cは 理 念 と して訴 えて い る訳 であ るが、ISOI4000を 導 入す る と

い うこ とは正 に そ れ に応 える ものだ とい うことがいえるのであ る
。従 って1つ の 選

択 肢 、 ア ク シ ョ ンと して のISO14000認 証 取 得 は、 日常 的 な企 業 活動 を著 しく制約

した り、負担 ばか りが増 えて組織 内部の正常 な活動 をそ ぐといった 「無理」がない

限 りは新 たな時代に向けて取得企業の発展 と社会的承認 を留保 して くれ る もの とな

るといえる。

ISO9000と は直接 的 に結 び つ くと ころが 少 ない とも思 われる3Cで あ るが
、 しか

し、 そ れ は歪 狭 な判 断で ある。 良質 な製品 を創 り出す企 業(=製 造 業)に と
って社

会 的 要 素 を重視 す る こ とは当然、常 に求 め られ る。節約(Conservation)を せ ず に無

駄 づ か い を して製 造 し、Clean-upせ ず に周 囲 を汚 染 して 生 産 して も得 られるの はい

わば上べ だけの品質であ り、その ような企業体制下では何 ら優位 に立 てる ものは得

られ ないの であ る。 さらに、サー ビス品質の保証 をISO9000に よ
って シ ステ ム化 す

る企業 にあ っ てはConsumerismと の関 わ りの 大 き さに も気づ くはずであ る
。

2.1.6PQLITICS

Kotlerは メ ガ マ ー ケ テ ィ ン グ を経 済 、 心 理 、 政 治 そ して 広 報 の ス キ ル を もっ て し
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て行 う もの と端 的 に述 べ てい る(5)。 特 に、 日本 対EUでISO9000認 証 の有 無 が 貿易

取 引 等 の付 帯 条 件 にされるこ とへの不安 と不信が高 まった時期があ ったが・その よ

うな トラブルは正 にEU側 の市 場 論 理 に よるPOLITICS一 政 治 的 な次 元で の取 引

を介 在 させ るこ とに より望む結果の達成 を 目指す とい う行動 さえも特定の市場環境

下では要素(つ ま り行動 原 理)に 取 り込 む こ とが 有効 だ とい う考 え方一 一の実践そ

の ものであ った。切迫感 も大 き く影響 して1990年 代 以 降 、 日本 の製 造 業 で は急 速

にISO9000認 証取 得 の動 きが活 発 化 したが これはEUが 遂 行 したPOLITICSの 派 生

的 な結 果 で あ る。 一一方 、 環境 保護意識の高 ま りとい う政治的、社会的な動 きに押 さ

れ る形 でISO14000も 右 肩 ヒが りで の取 得 件 数 の増 加 が続 いてお り、明確 な企業理

念 ない し強 固な企業意識で理論武装 した企業で無 い限 りはあたか も流行 に飲み込 ま

れた ように認証取得 に腐心 してい る趣 きさえある。ISO9000・ISO14000双 方 と も

企業 に と り多大 な経 済 的負 担 を もた らし継続的 に組織への負荷 となるものだが、そ

の ような後 ろ向 きの取 り組 み姿勢(=本 来 は避 け たい こ と)を 前 向 きへ と方 向 を変

え さえす るの もPOLITICSな の であ る。 従 って 、 「品質 」 と 「環境」へ の対応がそ

の企業 に とり望 ましく、かつ必要で あるのな らば 一時 は大変で も結果 として追い風

にな りうる ものなので歓迎 さえすべ きものであ り構 わないが、それ とは違 って不必

要であるのに強制 されるような状況の場合 は企業 としての命運 を左右す ることに も

つ なが りうる。 企業 としては冷静 、周到 に危 険な圧力がふ りかか る予 兆 につ いて

watchを してい く必 要 が あ る。

2.1.7PUBLICOPINION

大 衆 の 意 見 ・動 向 は、世 論 とい う形 となって社会の方向づけを、あ る時 は決定的

なほ どに大 きく左右す る。 しか し、大 半の場合、世論 を形成す るす る基盤 は事実上

マ スメデ ィアによって醸成 されてい く。

良い もの を安 くとい うのは工業化社会 に暮 らす 一般消費者全 ての合い 言葉である

が、使用 者 としての顧客は企業や工場 の品質 システムについて ことさ ら関心 を持つ

こともな く自己の欲望 を充足す るためのモ ノを追い求めている(被 雇 用 者 、従 業 員

と して の側 面 を持 った顧客の場合 は当然関心度が異 なるが、本節では検討対象か ら

除外 して論 を進 め る)。 環 境 保全 は総 論 と して は 人 々が あ まね く賛同す るス ロー ガ

ンであるが浪費社 会に生 きる顧客 は各論で は汚染 と浪費に相変わ らず無頓着 としか

いえない 自己中心的 な振 る舞いを続 けているこ とが ままある。一点へ と集束 をしな

い この ような顧客た ちの世論 を集約 して 方向づ けるのがマ スメデ ィアであるとい う

のが本質的な実態 なのであ る。

しか し、単 なるマスメデ ィアの意見、意図 なのだか らと軽視す るのは誤 りであ り
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危 険 で あ る。

そ れ は、大略 、以下の事項 に整理で きよう。

〔PUBLICOPINIONに おける留意すべ き事項〕

(1)メ デ ィアの発信情報が持つ社会的影響力の強さ

② 世論として形成 された特定の評価が派生的に

影響 を増大化 していく可能性の懸念

た とえばある企 業の認証取 得が世論か ら是認 され評価 が高 まっていって も
、 メデ

ィアの発信情報 によってい くらで も企業の社会的評価 は急変 しうる。 そ して、ひ と

たびそ しりを受け るような過 誤(ニ ミス)や 虚 偽(例:ISOI4000認 定 工場 で の 汚

染 隠 し)が 発覚 す る と世 論 は意 図 しな い方向 に向かって ミス リー ドされ収拾 のつか

ない暴走 をす る危険な 可能性 を有 している。従 って、PUBLICOPINIONは 通 常軽

視 されが ちで あ り、PROMOTIONに よっ て コ ン トロー ル 可能 と誤解 されが ちであ

るが 、「品質」 や 「環境」 とい った クリテ ィカルな側 面 との関 わ りで捉 えた場合
、

慎重 の上 に も慎 重を期 して企業 はPUBLICOPINIONに 対 処 すべ きで あ る。そ して、

メデ ィア動向(零 マ ス コ ミ論 調)と 社 会的 関心 の度 合 い 、顧 客 の啓 蒙度(篇 顧 客 の

持 っ てい る関連 知 識 の水準)な どをサ ーベ イす る こ とが 必 要 である。

3.わ が 国 中小 企 業 に と って の 意 義 と価 値

3.1規 格 の意義 を評価 す る視 点 の置 き方

ISO認 証取得についてマーケティングの視点から理解すべ く、要素ごとの整理 と検

討を2に おいておこなったが、それか らわかることは重大な影響…や効果のある要素

はかなり偏っていて、私たちは漫然 と意義や価値を受け1Lめ ている傾向があるとい

うことである。

登録を受けることが望ましい企業かどうかを判断するISO9000の 場合のごく 般

的な基準 としては次の事項があげられている。{6)

(1)取 引先顧客からの取得要求

② 品質管理体制強化などの本格的効果追求

(3)経営効率化、組織改善などの副次的効果追求

ISO14000の 場 合 も 上記 の(2)を 「環 境 マ ネ ジメ ン ト」 体 制 強 化 へ と置 き換 える程 度
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で お お よそ 等 し く考 え られ よ う。 ただ しL記 の(Dに つ い て は社 会 的要 請 の強 ま りと

い う側 面を相当程度考慮すべ きだ と考えたほ うが よいであろう。

ところで、 ヒ記で 一・般的 と称 されている事項だが大企業、中堅企業、 中小 ・零細

企業 それぞれの企 業規模や 各業種 ご との特性 によ り影響や効果 、対応の困難度 も相

当程度、異 なる。 そ して、一一・般的に通用す ると概ね考え られ ることであって も中小

規模の企業 によってはかな り事情が相違す ることがあ るとい うことが・マーケテ ィ

ング要素 を個別 に検討 してみ ると明快 な形でい えて くるのである。た とえばプ ロモ

ー シ ョン戦略 は確か に効果 をもた らす もので あって も費用投 ド自体が中小企業では

無理 な場合 もあるだろう。 さ らにPOLITICSは 中小 企 業 に とって は攻 撃 され る側 と

しての立場 で しか理解 しえない ものか もしれない。

種 々の困難 を感 じる中、ISO取 得 は勝 ち残 りへ のパ スポ ー トの一一つ とい うふれ込

み もあ って、企業は こぞ って対応 を進めて きた。 しか し、国際規格 を自らの武器 と

す るこ とで これか らは生 き残れ るのだ、 といったキャ ッチ フレーズを謳 うこ とは無

責任 で不正確 である。それぞれの企業環境 は子細 に異 なるか らである。 とはいえ現

在 はそれに近いキャ ッチ フレーズが横溢 してい る。 もし真 に受 けて 「期待」(※1参

照)を す る とか つ て のCIブ ー ム の よ うに企 業 には得 る ところが極めて少 な く 「不信」

(※1参 照)の み が残 る危 惧 が あ る。 自分 の 身の丈 と市場 に占めている位置づ けに合

わせ た視点で見てい く姿勢が、中小企業がISO規 格 を 自 らに引 き寄せ て検 討 す る場

合 に何 よ りも重要 となって くる。

3.2中 小企業 を取 り巻 く市場環境

中小企業のISO認 証取得件数の増加動向に限定した追跡は困難なこともあ り資料

は乏 しいが、ISO9000に ついては 「JBAへ の登録番号を基に中小企業者の割合の変

化を見てみると(中 略)3000番 台を超えて くると中小企業者群の割合が圧倒的に高

くなっている」C7)という。ISO14000に ついては、公開資料に記載されている企業

の営業規模等をみる限 りは中小企業の認証取得が広範囲にわた り浸透 してい くのに

はまだかな り日時を要すると判断で きるものの取得 事業者そのものは増加 してい

る。

関連企業(現 実には親企業)か らの要請、要求がおそらく大部分を占めるとはい

え、ISOを 申請 し取得する中小企業数の増加 とい うこと自体が驚異的です らある。

資金調達難、受注難、選別競争激化、労働力不足(慢 性的雇用問題)、 賃金格差、

経営効率向上の困難 さ、取引先か らの合理化要求(コ ス トダウン等)の 強まり等々、

枚挙にい とまが無いほどの多 くの解決困難な課題が山積 しているのが日本の中小企

業に共通する市場環境であ り、まさにその只中で多 くの中小企業は企業活動を展開
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しているからである。

日本の中小企業はかつていわゆる 「二重構造」の苦渋に耐えつつ産業の高度化と

経済発展に多大の貢献をして きた。そ して地域に根を張ることで社会的存在 として

認知され、ある意味での地域貢献を果た してきている。経済的存在のみならず社会

的存在としても認知 されることが企業が市場で存続 し、 さらには発展を続けるため

には必要とされているが・社会的に必要な特色ある会社であっても消えてい く中小

企業はあとを絶たない。 もっとも、従業者数の減少は続いている中で中小企業数は

横ばいを維持 している㈹。これは産業構造 変化による事業交代の進行や、撤退 ・廃

業の裏で参入も続いていることを意味 している訳だが、このように中小企業の市場

環境が表面上厳 しくても、たとえばその環境下にあってISOを 取ることが敗退の阻

止・発展への寄 与、起業、新規参入への好機へ とつながるならば取得は非常に望 ま

しいことである。具体的には資金調達などの制度環境に肯定的な働 きをし、関連企

業との取引に寄 与し、雇用者確保に直接間接 につなが り、組織のコントロールとモ

ラールアップに有用であ り、地域社会 との良好で緊密な関係を形成で きるならば、

認証取得は企業存続 と発展につながる市場 アプローチとして大いに推進すべきもの

である。反面、市場環境への対応困難度をかえって増加 させる事柄(資 金負担の増

大など)も ある。中小企業は自社の市場環境を分析するとともに、ISOに 取 り組む

ことにより自らがおかれている市場環境 をどう変えられるのかを判断することが必

要不可欠なのである。

3.3意 義 と価 値 、 陥 穽 と 課 題

別 項 で も種 々の 表現でISO認 証 取 得 の 意 義 や 効 果 な どに つ い て触 れて きて いる

が、本項 ではそれ らを筆 者 としては どうい うcut-endで 評 価 して い るか 記 して お き

たい 。 まず、以 ドに、話 をわか りやす くす るため に、認証の及ぼす影響 を確 たる眼

で捉 えるための認識事項 を要約 した形で提示 した。

◎意 義

◎価 値

◎陥 穽

◎課 題

本質面……社会への適合性(雛 市場での存続、発展につながるもの)

社会にとっての価値……判断基準を提供 ←良いものを

選択可能

企業にとっての価値……自らの企業水準を明示 ←市場での

優位'性獲得

社会と企業の相互価値…緊張による良好な市場の形成と発展

必要性、緊急性の理解の誤 り、規格の無理解

時代変化の受容可否
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「品質」 「環境」 両ISOと も企業 の システ ム規 格 と しての 意味 を持つ ことか ら・社

会への適合性(=存 在 価 値)を 判 断す る基準 とな る もの だ と理念的に唱 えられてい

る。本質的な意義はその通 りであ り、企業発展 に寄与す る価値 は多大な ものがある

といえる。社 会に とっては、良い企業 といえる ものが システム規格 によって識別 で

きる とい うことは とりもなお さず進化 した社会が持つ合理性 の側 面か ら高い価値 を

持つ といえる。問題 となる点 は、利益追求体である企 業に とってはISO規 格 の取 得

が市 場 競 争 にお い て どの ような現実的意味 と意義 を持つ のか、そ して どの ような価

値があるのかが明示 され る必要があ るとい うことで ある。 企業 にとって取得 の もた

らす経済的、社会的効果が利益 につ なが り他社 よ りも優位 に立て なければ価値が あ

るとはいえない。様 々な障壁 と困難が多い中小企業にあってはなお さ らであ る。

そ こで、競 争力、 具体 的には経営 革新 と企業収 益の面か らの有効性が強調 され、

要す るに 「取 っておけば とにか く役 に立つ」 と喧伝 される訳なのだが もう少 し冷静

に判 断を行 うことは必須 である。世情 に流 されて無駄な投資 を して失敗す るの はよ

くあ るこ とで、それ は中身、内実 を知 らなかったか らにおそ らくは他 な らないが、

ISO認 証取 得 は 企業 と して継 続 的改 善に取 り組 む まねばな らない ものである以上、

万一・にも失敗は許 され るものではない。途中で放棄 した らば全 てを失 うか らである。

審査、維持 のための継続 的な費用が発生 しPDCAサ イクル に基づ く継続 的改 善 が必

要 で ある一一・方、そのための業務は大 きな負担 になる。 しか し推進のためには組織体

制 に組み込むこ とは不 可欠であ り、 これ は中小企業 に とって非常に重圧である。

であるか ら、事業の他 の部分 を犠牲 に して まで急 ぐ必要性 が どれ程あ るか、余力

はあ るのか等 々、 自社 にとっての切迫度、深刻 度を十分に検討 して取 り組 まない と

落 とし穴にはまる危険が あることを予め覚悟 してアプ ローチすべ きなのである。

以上 を踏 まえ、 まずISO9000の 認 証取 得 を中 小 企業 が検 討 す る場合について見て

みる と、別項での考察を基 にす れば、取 引先 との関わ り、 自らの体 力を最 も重要 な

留 意 事 項 とす べ きで あ る。ISOI4000も ほ ぼ 同 様 に 考 え て 差 し 支 え な いが ・

ISO14000で は さ らに今 後 、 日本 国内 の 法 整 備状況や諸規制 の動 向 も勘案す る こと

が必要不 可欠 となってい くだろう。 グリー ン税制 は足踏み しているが省エネ関連法

案の整備 は進んでお り、ISO14000に 取 り組 め る企 業 か ど うか に よ って社 会的存在

として是 認され るか否かが決 まる とい う方向づけが進んでい くことが懸念 され るか

らであ る。 これにつ いてはわか りに くいので補足 しなければな らない。

ISOI4000の 方 が 企 業(特 に 中 小 企 業 の 関係 者)へ の知 名度 は低 い。 知 って い る

事 業 者であって も経営へ の具体的効果 とい う点 において説得 力が弱いため に関心が

低 い。企業活動 を行 う過程で環境 に何 らかの影響(=負 荷)を 与えて い る とい う社
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会的存在としての企業意識はあまり浸透 していない。浸透 していれば社会的関心度

は別の形(← 現在はPROMOTION要 素に関心が集中している)で あらわれるはず

だからである。

1970年 代の日本において産業公害への規制が強化されて以降 も多 くの企業
、特 に

中小企業は自らの産業社会への貢献を強調 し、法規制には反発を持っていた。それ

には主 として資金調達面での重圧があったという厳 しい現実に起因するものがあっ

たか らであるが、 しか し、その後多くの企業(特 に中小製造業)が 淘汰されてい
っ

たという経緯がある。奇 しくも2ユ世紀 を迎 える時にあって、好むと好 まざるとに

拘わらず環境対応は新たな次元に移ろうとしている。端的にいえばそれを甘受 しな

ければならない時代になるということなのである。

時代が変化 し社会が変質 している冷厳な事実を受容できる企業、そしてその上で

変化を乗 り越えてい くことが全ての企業 に大 きな課題 として付託されている。中小

企業にとっては覚悟やかけ声だけでは済 まない厳 しい現実的課題なのである。

4.結 言

本稿 で は品質 システ ム規 格 で あ るISO9000シ リー ズ と環 境 負荷 軽 減 に関 わ る企業

シ ステム規格 であ るISO14000シ リー ズの 認 証 を中 小 企業 が取 得す ることの意味 に

ついて考察す るこ とを 目的 として、存在す る問題点 を浮かび.Lが らせ つ つ マ ー ケテ

ィ ングの 立場 よ り論考 を進めた。

そのため に、一般 的なマ ーケテ ィング要素 である4Pの 他 、3C、Politics、Public

Opinionの 各要 素 を挙 げ て 関 わ りを検 討 し、その結果、 重大な影響や効果 のあ る要

素はかな り偏っていて、私 たちは随分漫然 と認証取得の意義や価値 を受 け止めてい

るとい うことが わかった。 わが 国中小企業 は極めて厳 しい市場環境 の只 中にあ る。

従 って、 自分 の身の丈 と市場 に占めてい る位置づけ に合 わせた視点で見 てい く姿勢

が何 よ りも不可 欠であ る。種 々紹 介 されている先進的な取得企業例(91も そ の ま ま参

考に なる もの で は な い。あ くまで 自社 自身の市場環境 を分析す るべ きである。そ し

てISOを 取 り入 れ る こ とに よ り自 らが 置 かれている市場環境 を どう変え られ るのか

とい う点に重点 を置 いて判 断す ることが必要不 可欠なのである。

最近、 ようや くい わゆるISO信 仰 を戒 め る警 鐘 が 鳴 らされ る よ うになって きた(lo}

が 、 これ は取得 に 向 けた 真剣 な取 り組 み を促進 し、無益 な対応 を避 けるために極め

て良いこ とである・ 自社 にとって取得 が具体的 な有益性 を持 ち、経営者が トップダ

ウンで取 り組 んでい くことを自覚 していな くては本 来は何 の意味 もない。 とにか く

取 ればいい ものでは決 してない。両ISOと も企 業 と して継 続 的 に取 り組 み 改善 を求
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め られ る もので あ り、 途 中 で放 棄 した らば全て を失 う。

自社 に とっての切迫度、深刻度 を十分 に検討 して取 り組 まない と落 とし穴 に落ち

る危険が あることを33で 指 摘 したが 、しか し一一方で21世 紀 を迎 え る今 日にあ って、

好 む と好 まざる とに拘 わ らず変化への対応 を企業が甘受 しなければな らない時代が

到 来 してい る。た とえばISO9000が2000年 改 訂 で 中小 企 業 ・サ ー ビス業 へ の対応

強化(要 求 事項 の緩 和 や抽 象 化)が 行 われ るが、 これ は規 格 と企業 との距離 を…層

近づ け取得 を不 可避 にす る動 きにほか な らない。「品質」 にせ よ 「環境」 にせ よ、

ISO未 認 証 企業 のISO取 得 が 必 須 に な る[が いつ か何 らか の形 で それ ぞ れ に到来 し

よう。その時は迅速 に対応す るとい う備 えの中で、中小企業 は変化 を乗 り越 えてい

かねばな らないのである。
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中 小 企 業 の 定 義 や 規 模 分 類 に つ い て は 種 々 あ り、 い わ ゆ る 中 堅 企 業 か ら零 細

企 業(小 規 模 企 業)ま で 包 含 して 語 ら れ る こ と も あ る 。 本 稿 で は36年 ぶ りに

改 正(1999.12)の 中 小 企 業 基 本 法(第2条)が 定 め る 中 小 企 業 者 の 範 囲 を援 用

し て い きた い 。 即 ち 、 工 ・鉱 業 、 運 輸 業 等:資 本 金3億 円 以 下 ま た は 従 業 員

300人 以 下 。 卸 売 業=資 本 金1億 円 以 下 また は 従 業 員100人 以 下 。 小 売 業:資

本 金5000万 円 以 下 ま た は 従 業 員50人 以 下 。 サ ー ビ ス 業:資 本 金5000万 円 以 下

ま た は 従 業 員100人 以 一ド。

ち な み に 、 中 小 企 業 白 書(中 小 企 業 庁 編 「平 成ll年 度 版 中 小 企 業 白 書 」 大

蔵 省 印 刷 局,1999)で は 日本 の 中 小 企 業 は 企 業 数 で99%(同 上 書p.26)、 従 業

員 数 で78%(同 上 書P.36》 に あ た る と さ れ る が 、 新 ・基 本 法 の 範 囲 を も とに す れ

ば 更 に 増 え る こ と に な る。

日本 マ ク ドナ ル ドで はHACCPのPRを す る こ と に よ り素 材(牛 肉)の 安 全 性

を 強 調 して い る 。
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行 川 一郎 「現 代 企 業 の 環 境 対 応 新 時 代 の マ ー ケ テ ィ ン グ」 泉 文 堂,1992

Kotler,P.,lbld.,p.27S

中條 武 志 「ISO9000の 知 識 」 日本 経 済 新 聞 社 、1998、pp.105-106
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た とえ ば 、 東京 都環境科学研 究所 「中小 企業 のための環境 マ ネジメ ン トシス

テム導入マニュアル」東京都、1997

(10)日 経 ビ ジ ネ ス 「こ ん なISOは い ら な い(上)(中)(ド)』il本 経 済 新 聞 社
、

1999.10.25.pp.182-185、1999 .11.1,pp.122-125、1999 .11.5,pp.122-125。ISOに 対 す

る 過 大 な 期 待 、 取 得 を 目 指 す 企 業 の 歪 ん だ 意 図
、 審 査 の 問 題 点 な ど を 紹 介 し

て い る 。

(1999.12.10)
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